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1 歳入歳出予算の概要

【一般会計】 （単位：百万円）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ）－（Ｂ）

【一般会計当初予算額の推移】

1,287,150

1,263,450
令 和 ７ 年 度 当 初

  区　　　　分 予　　算　　額
左　　の　　財　　源

特　　　　定 一　　　　般

令 和 ６ 年 度 当 初

△ 23,700
令 和 ６ 年 度 当 初 比 較

326,856

注）（　　）は伸び率（％）

( △ 1.8)

936,594

361,558

( △ 9.6)△ 34,702

925,592

11,002 (      1.2)
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（１） 歳入予算の概要
【主な歳入】

・ →

増 )

・ →

減 )

→

減 )

・ →

増 )

・ →

減 )

・ →

減 )

0 0

地 方 譲 与 税 R6当初 44,547

県 債

(対R6増減

百万円R7当初

百万円

百万円 （7.5％減）R6当初

R6当初

133,296

200,101 （ 8.8％減）

百万円

（1.9％減）

189,561

130,716

48,869 百万円

R7当初

百万円

R7当初

(対R6増減 2,580

国 庫 支 出 金

百万円

                  （参考）普通交付税＋臨時財政対策債 (交付税財源不足に伴う代替措置)

地 方 交 付 税

(対R6増減

249,000 百万円

県 税 R6当初 279,091

250,100

（ 0.7％減）

百万円

百万円249,600

11,985(対R6増減

（ 9.7％増）

(対R6増減 4,322

(対R6増減

百万円

2,900

百万円

10,540

500

246,100

（ 4.7％増）

（ 4.3％増）

百万円

百万円

（ 0.2％減）

（ 1.2％減）

百万円

百万円

百万円 （ 5.3％減）

百万円

R7当初

291,076

（ 1.9％減）R6当初

R7当初

R6当初

R7当初

620,204643,246

249,600

130,716

189,561
166,002

291,076

【歳入予算額の構成比】
単位：百万円
（ ）は構成比（％）

地方交付税

(19.8)

依存財源

(49.1)

自主財源

(50.9)

県 税

(23.0)

諸収入

(13.1)

歳入総額

1,263,450

(100.0)

2,399  (0.2)

分担金及び負担金

地方消費税清算金

121,965 (9.7)

県 債

(15.0)

国庫
支出金

(10.3)
1,083 (0.1)

交通安全対策
特 別 交 付 金

地方特例交付金

375 (0.0)

42,038  (3.3)
繰入金

使用料及び手数料
財産収入
寄附金
繰越金

13,648 (1.1)
2,664 (0.2)
3,294  (0.3)

160 (0.0)

地方譲与税

48,869 (3.9)
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ア →

増 )

→

→

→

※定額減税の終了による増   

→

※輸入額の増加による増   

→

※定期課税台数の減少等による種別割の減　

→

【県税の内訳】

イ →

増 )

うち特別法人事業譲与税 （ 10.8％増）

R7当初百万円 48,869 百万円

（ 4.1％増）

（ 1.8％増）

百万円

百万円 （ 1.8％減）

百万円

R7当初

法 人 県 民 税 R6当初

R6当初

R6当初

3,956

県 た ば こ 税 (0.8)

418 (0.1)

（自動車取得税・自動車税）

(1.4)不動産取得税

鉱 区 税 32

百万円

5,807 百万円

71,062 百万円

地 方 消 費 税

そ の 他

百万円 （ 0.2％増）

65,642

R7当初 百万円80,650 （ 4.9％増）

279,091

（ 4.7％増）

個 人 県 民 税 57,222

県 税

法 人 事 業 税

R7当初R6当初

35,551 百万円

（ 9.7％増）

（ 5.1％減）

（ 0.3％減）

（ 0.6％増）

（ 14.7％増）百万円

（ 1.3％減）

百万円

（ 4.3％増）

5,818

71,482

（ 0.7％減） 百万円

百万円

291,076

11,985

R7当初

(対R6増減

R7当初

R7当初

旧法による税

産業廃棄物税

狩 猟 税

76,855

R6当初

R6当初

36,021

115

10

(0.0)

(0.0)

1 (0.0)

2,447

核 燃 料 税 5,090 (1.8)

ゴルフ場利用税

(0.0)

百万円

百万円4,322

44,547

※ 企業収益の改善による増

※ 企業収益の改善による増

自 動 車 税 R6当初 32,124 百万円 （ 1.1％増） R7当初 31,933 百万円 （ 0.6％減）

地 方 譲 与 税 R6当初

44,805

(対R6増減

290,951

74,122

71,643

71,482

65,642

31,933

80,650

ア 県 税

イ 地方譲与税

目的税
125(0.0)

個人事業税

2,640 (0.9)

自動車税

(11.0)

個人
県民税

(22.5)

事業税

(25.5)

法人
事業税

(24.6)

普通税

(100.0)

軽油引取税

(7.1)

地方消費税

(27.7)

県民税

(24.6)

単位：百万円
（ ）は構成比（％）

20,659

県民税利子割
183 (0.1)

法人県民税

5,818 (2.0)

県税総額

291,076

(100.0)

－3－



ウ →

減 )

 （参考）普通交付税＋臨時財政対策債 (交付税財源不足に伴う代替措置)

→

減 )

→

→

エ →

減 )

→

→

→

→

→

→

→

→

オ →

増 )

→

→

→

→

※2　  電気事業特別会計地域振興積立金（売電による剰余金）からの繰入金40億円（R6：40億円）を含む

　（充当事業）森林整備、福祉の充実、産業振興等の事業

※1　 地方交付税の精算など制度上の要因等による、令和７年度以降の地方交付税の減少等への対応分
　　　　【制度上の令和７年度以降の地方交付税減少要因】
　　　　(1)精算
　　　　　　令和６年度の地方交付税の算定における税収の見込みよりも、実際の税収が多くなる見込みにより令和７年度
　　　　　　から令和９年度にかけてこの差分の地方交付税が減少するもの
　　　　(2)人口減少による影響
　　　　　　地方交付税の主な算定基準である本県の人口が令和２年度国勢調査で減少したことにより、総務省の制度に
　　　　　　より令和３年度から次回国勢調査までの令和７年度にかけて地方交付税が減少するもの

（ 54.5％増） R7当初 15,400 百万円 （ 0.7％増）

（皆減）

百万円

億円

百万円

18兆9,574

R6当初

 （参考）地方交付税総額

百万円

百万円

（ 5.3％減）

246,100

そ の 他 繰 入 金 ※ 2

繰 入 金

借 換 債

200,101 （ 8.8％減）

R6当初 百万円

(対R6増減

R6当初

R7当初（10.0％減）

R6当初

（ 1.9％減）

（0.7％減）

百万円

28

R7当初

百万円

0（65.7％減）

R6当初

(対R6増減

246,600

R7当初

246,100

百万円

百万円

（6,985.7％増）1,984

百万円

67,313 （4.7％減）

42,038

0 百万円 （増減なし）

百万円 （7.4％減）

百万円

　地方交付税として補てんされていた地方財源不足額の一部に対して、交付税の代替として発行すること
とされた地方債です。
　その元利償還金は、後年度、基準財政需要額に算入され、全額が地方交付税で補てんされます。

うち行政改革推進債

臨時財政対策債：

合　　計

R6当初 0 百万円

2,700 百万円

R6当初

5,844

百万円

249,600

500

（ 0.2％減）

（7.4％減）

117,764百万円

（ 39.4％増）

（ 55.7％増）36,194 R7当初

百万円 （ 5.7％増）19,658

（皆増）百万円0 680

百万円

百万円

百万円 R7当初

R7当初18,594

6,300 百万円（ 173.9％増）

（ 16.1％増）

（増減なし）

15,300 百万円

（ 5.3％減）百万円

う ち 退 職 手 当 債

189,561 百万円

R7当初 （5.3％減）百万円

（増減なし） R7当初

百万円

(対R6増減

百万円

百万円

2,900

百万円 （ 1.2％減）

（ 0.2％減）

（増減なし）

百万円 R7当初（ 8.8％減）

百万円 R7当初

1.6 ％増

百万円

R7当初

R6当初

R6当初

3,500特 別 交 付 税

R6当初

普 通 交 付 税

地 方 交 付 税

県 債 200,101

250,100

（10.0％減） R7当初

R6当初

R7当初

R6当初

R6当初

2,700

124,352

R6当初

（10.0％減）

R7当初

(対R6増減

249,000

百万円2,500

県 債 管 理 基 金
（ 公 債 費 調 整 分 ）

R6当初 2,300 百万円 （皆増） R7当初

（増減なし）

＊交付税減少等対応分

財 政 調 整 基 金

通 常 債

資 金 手 当 債 R6当初 2,500

10,540

3,500 百万円

189,561

70,621

R6当初 R7当初百万円

2,400

R7当初百万円 （皆増）減 収 補 て ん 債

R6当初臨 時 財 政 対 策 債

（ 1.9％減）ウ 地方交付税

エ 県 債

オ 繰 入 金

※ 1
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（２）歳出予算の概要

○ 事務の効率化や職員の適正配置を踏まえ調整

○ 内部経費の削減､事務事業の効率化を前提に調整

○ 施設の現況等を考慮し調整

○ 対象者数の増減見込み等に基づき所要額を計上

○ 制度改正等情勢の変化への適合や出資法人の見直し等を前提に調整

○

○

　

扶 助 費

補 助 費

投 資 的 経 費

人 件 費

【主な歳出】

R7年度当初予算とR6年度補正予算を一体として捉え、公債費負担適正化計画で定めた実負担
上限額の範囲内で調整

その他行政経費 限られた財源の中でも、既存事業のスクラップ・アンド・ビルドによる選択と集中を実施し、より効
果の高い事業への再構築を徹底

【特徴】

維 持 補 修 費

物 件 費

644,887

133,021

485,542

224,292

353,061

123,343

279,914

146,969

【歳出予算額構成比】

歳出総額

1,263,450

(100.0)

単位：百万円
( ）は構成比（％）

（注）公債費には県
債管理特別会計繰
出金分を含む。

扶助費 8,142 (0.6)

物件費 34,826 (2.8)

維持補修費 24,566 (1.9)

繰出金
43,807 (3.5)

金融的経費

(11.6)

補助費等

(27.9)

人件費

(17.8)

普通建設事業費

(9.7)

投資的
経費

(10.5)

消費的
経費

(51.0)

その他
経費

(38.5)公債費

(22.2)

積立金 14,552 (1.2)
予備費 300 (0.0)

災害復旧事業費

9,678 (0.8)

◆ 県民生活や県内経済が直面する足元の課題への対応

■ 長期化する物価高の影響を受ける事業者等への支援

◆ 本県の持続的な成長・発展と将来の人口定常化に向けた、「住んでよし、訪れてよしの新潟県」を実現するための

重点政策の積極的な推進

子育てに優しい社会の実現

持続可能で暮らしやすい地域社会の構築

高い付加価値を創出する産業構造への転換

国際拠点化と戦略的な海外展開・交流促進

脱炭素社会への転換

デジタル改革を通じた生産性向上や社会課題の解決等

「住んでよし、訪れてよしの新潟県」の実現 ～ 国内外の人や企業に選ばれる新潟 ～

－5－



イ 投資的経費の概要

※［＋R6補正］：R7当初及びR6.2月冒頭補正の合計額

● →

● →

○
→

＊ →

○ →

○
→

＊ →

【公共土木施設】 →

［＋R5補正］ 7,465 百万円

［＋R5補正］ 29,006 百万円

［＋R5補正］ 31,371 百万円

22,082 百万円

［＋R6補正］ 8,271 百万円 （110.8%）

R6当初 14,330 百万円 R7当初 13,179 百万円 （92.0%）

［＋R6補正］ 32,315 百万円 （ 103.0%）

県単公共事業 R6当初 17,186 百万円 R7当初 15,741 百万円 （91.6%）

単独事業  (交付金事業・受託を除く)

R6当初 30,801 百万円 R7当初 30,807 百万円 （ 100.0%）

百万円直轄負担金
［＋R6補正］ 26,759 百万円 （ 92.3%）

R6当初 R7当初 20,504 （ 92.9%）

190,365 百万円

［＋R6補正］ 102,569 百万円 （95.9%）

災害関連事業 R6当初 7,465 百万円 R7当初 8,271 百万円 （110.8%）

［＋R5補正］ 106,945 百万円

（人件費を含む総事業費ベース）

総 額 R6当初 145,309 百万円 R7当初 134,977 百万円 （92.9%）

　　　＜Ｒ７投資的経費の事業量＞
　　　　　R7年度当初予算とR6年度補正予算を一体として捉え、公債費負担適正化計画で定めた実負担
　　　　 上限額の範囲内で調整

普 通 建 設 事 業 R6当初 127,870 百万円 R7当初 125,056 百万円 （97.8％）

［＋R5補正］ 207,822 百万円

［＋R5補正］ 17,186 百万円 ［＋R6補正］ 16,271 百万円 （94.7%）

［＋R6補正］ 196,003 百万円 （94.3%）

57,351 百万円 R7当初 52,819 百万円 （92.1%）

［＋R6補正］ 186,071 百万円 （97.7%）

一般公共事業＋交付金事業  (災害関連を除く)

R6当初

［＋R5補正］

61,472 

38,303 

23,567 

33,528 

28,533 

15,915 

14,976 

直轄等

【普通建設事業の内訳】

道路
橋りょう

(27.2)

その他

(12.1)

ア 投資的経費の概要

港湾・空港

6,191 (5.0)

単位：百万円

注1．（ ）は構成比（%）

2．内円は性質別内訳

3．外円は目的別内訳
4．人件費分を除く

補 助

農業基盤

(12.9)

河川・海岸
ﾀﾞﾑ・砂防

(23.1)

(49.8)
単 独

(31.1)

(19.1)

ア 投資的経費の概要

Ｒ７当初

総額

123,342
(100.0)

111,452 
43,012 

29,894 

45,263

42,517

41,420

16,526

直轄等

治山

・林道

・造林
6,729
(5.5)

教育
7,044
(5.7）

街路・住宅

・都市公園

5,169 (4.2)

漁業等農林水産施設

5,257 (4.3）

道路
橋りょう

(24.6)

河川・海岸
ﾀﾞﾑ・砂防

(23.1)
農業基盤

(22.5)

港湾・空港

8,300 (4.5）

治山・林道

・造林

9,598 
(5.1)

教育
7,766(4.2)

街路・住宅

・都市公園
5,689 (3.1)

漁業等農林水産施設

7,279 (3.9)

Ｒ７当初

+Ｒ６補正

総額

184,358

(100.0)

単 独

(23.3)

補 助

(60.5)

(16.2)

その他

(9.0)
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●  →

［＋R5補正］　 ［＋R6補正］　

● 主な大規模施設の概要（おおむね総事業費で１０億円以上）

計画年度

注：計画年度は、実施設計から竣工予定の年度　

ウ 義務的経費の概要

● 義務的経費

注１：扶助費及び扶助費的補助費　　R6当初　102,853百万円　→　R7当初　105,724百万円（2.8％増）

注２：公債費には県債管理特別会計繰出分を含む。

【各構成比率の全国比較（普通会計）】

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

● 職員給与費 →

災 害 復 旧 事 業 R7当初17,440

17,457 百万円 9,932 百万円 （56.9%）

 県政記念館 R4～R9 312  危機管理センター H30～R10 148

増　減　額令　和　６　年　度

（単位：百万円、％）

区　　　　分
予　算　額 伸　び　率

R6当初 9,921 百万円百万円 （56.9％）

（単位：百万円）

施　設　名 R7当初 施　設　名 計画年度 R7当初

十日町警察署 R7～R10 207  県央地区特別支援学校（仮称） R4～R8 2,783

228,822

523,211 ▲ 1.1

0.6

全　　国

17.83.9

令　和　７　年　度

共 済 費

計（義務的経費）

特  定

構成比

294

（単位：百万円）

R7当初 217,662 百万円（ 3.7％増） （ 2.2％減）222,570

職員手当

35.2

構成比

3.7

286,541 ▲ 4.7

R4
全　　国

公　　債　　費

人　　件　　費

2.4

2.1

0.8

40.7

人　　件　　費

20.1

7,848

区　　　　分

計

扶　　助　　費

扶　　助　　費

512,348

8,142

224,292

14.0

14.4

11.0

本　　県

Ｒ６　当　初 64,996 15,605106,821

7,405Ｒ７　当　初

R6当初

19.3

18.9

区　　　　分

21.1

本　　県
R5

給　　　料

0.8

222,570

217,662

合      計
一  般

189,604

財　　　　源

192,137

28,058107,942 66,796

退職手当

30,43335,148

35,519

34.1

11.7

R7-R6

百万円

▲ 6,62722.3 279,914 22.2

▲ 3.9

予　算　額

▲ 2.0

34.1

33.2

公　　債　　費

伸　び　率

17.8

▲ 2.3

0.6

▲ 4,530

▲ 10,86340.6▲ 2.1

イ 義務的経費の概要
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２　計数による予算の概要
　ア　歳入款別一覧表 （単位：千円、％）

当　　　初 構成比 当　　　初 構成比 前年比 特定財源 一般財源

県 税 279,091,000 21.7 291,076,000 23.0 104.3 0 291,076,000

地 方 消 費 税 清 算 金 111,587,000 8.7 121,965,000 9.7 109.3 0 121,965,000

地 方 譲 与 税 44,547,000 3.5 48,869,000 3.9 109.7 0 48,869,000

地 方 特 例 交 付 金 6,308,000 0.5 1,083,000 0.1 17.2 0 1,083,000

地 方 交 付 税 250,100,000 19.4 249,600,000 19.8 99.8 0 249,600,000

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

387,000 0.0 375,000 0.0 96.9 0 375,000

分 担 金 及 び 負 担 金 2,819,900 0.2 2,398,754 0.2 85.1 2,398,754 0

使 用 料 及 び 手 数 料 13,928,119 1.1 13,647,638 1.1 98.0 8,716,336 4,931,302

国 庫 支 出 金 133,295,789 10.4 130,715,989 10.3 98.1 130,024,848 691,141

財 産 収 入 3,134,277 0.2 2,664,614 0.2 85.0 2,125,147 539,467

寄 附 金 1,799,401 0.1 3,294,075 0.3 183.1 307,160 2,986,915

繰 入 金 ※ 36,193,776 2.8 42,038,389 3.3 116.1 22,360,029 19,678,360

諸 収 入 203,697,738 15.8 166,001,541 13.1 81.5 160,763,345 5,238,196

県 債 200,101,000 15.6 189,561,000 15.0 94.7 0 189,561,000

繰 越 金 160,000 0.0 160,000 0.0 100.0 160,000 0

歳 入 合 計 1,287,150,000 100.0 1,263,450,000 100.0 98.2 326,855,619 936,594,381

　　　　　※電気事業特別会計地域振興積立金（売電による剰余金）からの繰入金40億円（R６：40億円）を含む
　　　　　　　（充当事業）森林整備、福祉の充実、産業振興等の事業

款　　　別
令和６年度 令和７年度

－8－



イ　歳出款別一覧表 （単位：千円、％）

当　　　初 構成比 当　　　初 構成比 前年比 特定財源 一般財源

議 会 費 1,456,808 0.1 1,456,496 0.1 100.0 0 1,456,496

総 務 費 25,998,826 2.0 36,379,053 2.9 139.9 6,836,624 29,542,429

環 境 費 5,097,585 0.4 5,134,623 0.4 100.7 2,279,852 2,854,771

福 祉 保 健 費 184,403,590 14.3 189,509,236 15.0 102.8 21,607,097 167,902,139

労 働 費 3,018,338 0.3 3,145,704 0.2 104.2 1,962,855 1,182,849

産 業 費 202,332,528 15.7 163,303,206 12.9 80.7 150,416,163 12,887,043

農 林 水 産 業 費 62,694,362 4.9 60,503,644 4.8 96.5 31,594,231 28,909,413

土 木 費 123,126,010 9.6 122,133,312 9.7 99.2 38,591,818 83,541,494

警 察 費 53,194,877 4.1 53,938,588 4.3 101.4 4,463,893 49,474,695

教 育 費 162,294,483 12.6 164,355,279 13.0 101.3 43,308,402 121,046,877

災 害 復 旧 費 17,612,135 1.4 10,096,513 0.8 57.3 6,395,121 3,701,392

県 債 費 287,097,579 22.3 280,471,455 22.2 97.7 7,791,696 272,679,759

諸 支 出 金 158,522,879 12.3 172,722,891 13.7 109.0 11,607,867 161,115,024

予 備 費 300,000 0.0 300,000 0.0 100.0 0 300,000

歳 出 合 計 1,287,150,000 100.0 1,263,450,000 100.0 98.2 326,855,619 936,594,381

款　　　別
令和６年度 令和７年度

－9－



ウ　歳出性質別一覧表 （単位：千円、％）

当　　　初 構成比 当　　　初 構成比 前年比

621,804,238 48.3 644,886,996 51.0 103.7

228,822,458 17.8 224,291,924 17.8 98.0

33,679,473 2.6 34,825,348 2.8 103.4

23,755,972 1.8 24,566,298 1.9 103.4

7,848,141 0.6 8,142,356 0.6 103.7

327,698,194 25.5 353,061,070 27.9 107.7

143,074,960 11.1 133,020,694 10.5 93.0

126,047,127 9.8 123,342,486 9.7 97.9

補 助 事 業 62,549,641 4.9 61,471,882 4.9 98.3

単 独 事 業 39,926,505 3.1 38,303,415 3.0 95.9

直 轄 事 業 負 担 金 22,082,317 1.7 20,503,727 1.6 92.9

受 託 事 業 1,488,664 0.1 3,063,462 0.2 205.8

17,027,833 1.3 9,678,208 0.8 56.8

286,541,083 22.3 279,914,346 22.2 97.7

7,732,414 0.6 14,551,485 1.2 188.2

184,941,241 14.4 146,969,370 11.6 79.5

42,756,064 3.3 43,807,109 3.5 102.5

300,000 0.0 300,000 0.0 100.0

1,287,150,000 100.0 1,263,450,000 100.0 98.2

※公債費には県債管理特別会計繰出分を含む。

 ５　金 　融 　的 　経 　費

 ７　予　　 　　備　　 　　費 

歳　  出  　合  　計

 ６　繰　　　 　出　 　　　金

 ２　投 　資 　的 　経　 費

令和７年度

 １　消　 費 　的 　経　 費

区　　　　　　分
令和６年度

（１）人　   　件   　　費

（２）物　   　件 　  　費

（３）維  持  補  修  費

（４）扶　   　助   　　費

（５）補    助    費   等

（１）普 通 建 設 事 業

（２）災 害 復 旧 事 業

 ３　公　　　 　債　　　 　費　※

 ４　積　 　　　立　　 　　金

－10－



エ　当初予算の推移 (単位：百万円、％)

対前年比 対前年比 対前年比

平成 2 961,750 108.0 77,967 94.3 883,783 109.4

3 1,022,840 106.4 80,554 103.3 942,286 106.6

4 1,094,800 107.0 90,806 112.7 1,003,994 106.5

5 1,121,700 102.5 91,798 101.1 1,029,902 102.6

6 1,217,200 108.5 168,157 183.2 1,049,043 101.9

7 1,194,960 98.2 91,343 54.3 1,103,617 105.2

8 1,274,150 106.6 96,700 105.9 1,177,450 106.7

9 1,260,280 98.9 106,239 109.9 1,154,041 98.0

10 1,259,950 100.0 113,314 106.7 1,146,636 99.4

11 1,350,650 107.2 121,572 107.3 1,229,078 107.2

12 1,340,300 99.2 140,808 115.8 1,199,492 97.6

13 1,342,050 100.1 160,723 114.1 1,181,327 98.5

14 1,300,320 96.9 167,446 104.2 1,132,874 95.9

15 1,284,790 98.8 208,276 124.4 1,076,514 95.0

16 1,213,960 94.5 209,820 100.7 1,004,140 93.3

17 1,272,680 104.8 248,464 118.4 1,024,216 102.0

18 1,211,950 95.2 252,055 101.4 959,895 93.7

19 1,176,780 97.1 231,272 91.8 945,508 98.5

20 1,183,420 100.6 251,853 108.9 931,567 98.5

21 1,218,470 103.0 278,243 110.5 940,227 100.9

22 1,220,710 100.2 262,491 94.3 958,219 101.9

23 1,222,370 100.1 271,131 103.3 951,239 99.3

24 1,342,510 109.8 407,688 150.4 934,822 98.3

25 1,258,640 93.8 303,472 74.4 955,168 102.2

26 1,568,490 124.6 617,173 203.4 951,317 99.6

27 1,301,610 83.0 314,703 51.0 986,907 103.7

28 1,308,790 100.6 315,356 100.2 993,434 100.7

29 1,254,760 95.9 299,306 94.9 955,454 96.2

30 1,239,200 98.8 294,913 98.5 944,287 98.8

令和 元 1,259,710 101.7 302,449 102.6 957,261 101.4

2 1,219,659 96.8 297,002 98.2 922,657 96.4

3 1,407,350 115.4 283,139 95.3 1,124,211 121.8

4 1,356,150 96.4 315,466 111.4 1,040,684 92.6

5 1,342,860 99.0 300,527 95.3 1,042,333 100.2

6 1,287,150 95.9 286,541 95.3 1,000,609 96.0

7 1,263,450 98.2 279,914 97.7 983,536 98.3

当初予算額　① うち公債費　② 一般歳出(①－②)
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（参考）予算の推移等
【主要財源の推移】

【県税収入の推移】

2,607 2,533 2,581 2,727 2,844 2,811 2,791 2,911 

2,441 
2,400 2,448 

2,760 2,628 2,673 2,501 2,496 

1,446 1,520 
2,164 

2,308 2,431 
1,825 

1,333 1,307 

2,671 2,829 

2,905 
2,513 2,574 

2,401 

2,001 1,896 

310 
604 

192 186 
237 

282 

362 420 

11,943
12,251

13,778
14,295 14,157

13,564

12,872
12,635

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（億円）

705 684 667 665 653 672 631 716 

609 600 578 648 692 726 737 
741 

592 573 
554 

551 545 
538 530 

526 

591
563 659

741
830 747 769

807

110 
113 123 

122 

124 128 124 

121 

2,607
2,533

2,581

2,727

2,844 2,811 2,791

2,911

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
(年度)

H30～R5は決算額
R6・R7は当初予算額
（ ）は構成比（％）

H30～R5は決算額
R6・R7は当初予算額
（ )は構成比（％）

(20.7)

(19.6)

(10.3)

(23.1)

(22.2)

(23.7)

(25.5)

(年度)

（億円）

(4.9)

(4.8)

(21.5)

(22.4)

(25.8)

(22.6)

(4.5)

(1.4)

(21.1)

(15.7)

(17.8)

(18.7)

(2.1)

(15.6)

(13.4)

(19.7)

(20.1)

(23.9)

(25.8)

(19.2)

(26.6）

(4.5)

(12.4)

(3.3)

(15.0)

(19.8)

(21.7)

(4.1)

(27.7)

(25.5)

(24.6)

そ の 他

繰 入 金

県 債

国庫支出金

地方交付税

県 税

その他の税

地方消費税

自動車関係税

・自動車税

・自動車取得税

(R1.10廃止)
・軽油引取税 . 

事 業 税

県 民 税

(21.8)

(20.4)

(12.1)

(22.4)

(2.6)

(27.0)

(23.3)

(22.8)

(22.7)

(4.2)

(27.0)

(1.7)

(18.2)

(17.2)

(18.5)

(20.7)

(4.3)

(29.2）

(19.2)

(24.3)

(23.0)

(19.1)

(19.3)

(16.1)

(17.6)

(1.3)

(24.4)

(23.8)

(20.2)

(27.1）

(4.5)

(18.1)

(19.4)

(10.4)

(17.7)

(2.8)

(23.0)

(22.6)

(26.4)

(19.0)

(27.5)

(4.5)
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【性質別歳出予算構成比の推移】

【目的別歳出予算の構成比】

20.7 19.8 17.2 16.2 16.4 16.0 17.8 17.8 

23.4
22.1 24.9 27.0

28.7
26.2

25.5 27.9

0.6
0.6 0.6 0.6

0.6
0.7 0.6

0.6
2.6

2.7 2.5
2.8

3.5
2.4 2.6

2.8
2.0

1.5 1.9
1.9

1.8

1.6 1.8
1.9

16.7
18.3 15.1 13.3

13.1
15.1 9.8

9.7

1.0 0.6
0.9 0.4

0.3
1.0

1.3
0.8

24.9
24.7

21.7
20.0

22.6
22.4

22.3
22.2

2.8
2.3

11.1
11.4

8.2
8.0

14.4
11.6

1.4 3.6
0.8 3.3 1.6 2.9 0.6 1.2

3.9 3.8 3.3 3.1 3.2 3.7 3.3 3.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7(年度)

122,133 

164,355 

60,504 

280,471 

172,723 

53,939 

36,379 

189,509 

5,135 163,303 

3,146 10,097

歳出総額
1,263,450
（100.0）

土 木 費

(9.7)

教 育 費

(13.0)

県 債 費

(22.2)

(15.0)

(0.4)

環 境 費

(12.9)

産 業 費

議会費 1,456 (0.1)
予備費 300 (0.0)

単位：百万円
（ ）は構成比（％）

(13.7)

諸 支 出 金
(2.9)

総 務 費

福祉保健費

注：公債費には県債管理特別会計繰出分を含む

H30～R5決算
R6・R7は当初予算

金融的経費

公 債 費

災 害 復 旧
事 業 費

普 通 建 設
事 業 費

維持補修費

物 件 費

扶 助 費

補 助 費 等

人 件 費

繰 出 金

労 働 費 (0.2) 災害復旧費 (0.8)

（4.8)

農林水産業費

警 察 費

(4.3)

積 立 金
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【目的別歳出予算構成比の推移】

【社会保障関係経費における地方消費税増税分の使途※①】

　平成２６年４月からの消費税増税に伴う地方消費税の増税分（３３８億円※②）については、下表の社会保障施策に要
する経費（一般財源１，３３３億円）の財源として活用します。

3.2 5.4 2.5 5.1 3.4 4.3 2.1 3.0

14.4
14.7

15.8
15.4 16.3 15.1

14.7 15.4

4.2
3.5

12.7
14.6

12.5 10.5 16.0 13.17.9
7.7

6.4

6.0
6.0

6.4
4.9 4.8

13.4
14.6

12.9
11.0

11.5 12.7 9.6 9.7

4.4
4.3

3.7
3.5

3.7 3.7
4.1 4.3

15.4
14.4

12.6 12.2
11.7 11.4 12.6 13.0

1.1 0.6
0.9 0.5

0.4 1.0 1.4 0.8

25.0 24.8 21.8 20.0
22.6 22.4 22.3 22.2

11.0 10.0 10.7 11.7 11.9 12.5 12.3 13.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7（年度）

H30～R5は決算
R6・R7は当初予算

諸 支 出 金

県 債 費

災 害 復 旧 費

教 育 費

警 察 費

土 木 費

労 働 、 産 業 費

議 会 、 総 務 費

福 祉 保 健 費

環 境 費

農 林 水 産 業 費

特定財源 一般財源

少子化対策 子育て支援、児童福祉、母子福祉　等 221億円 11億円 210億円

医　療 医療、国民健康保険、後期高齢者医療制度、感染症対策　等 618億円 85億円 533億円

介　護 介護保険給付　等 440億円 45億円 395億円

その他
社会保障施策

生活保護、障害福祉　等 223億円 28億円 195億円

1,502億円 169億円 1,333億円

区　分 事業内容 事業費
財源内訳

計

※①地方税法の規定により、地方消費税の増税分については、使途を明確にし、社会保障財源化することとされています。

※②地方消費税の増税分に地方消費税清算金収入を加え、地方消費税清算金支出や市町村への交付金等を差し引いた金額。
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 ３　特別会計予算の概要 （単位：千円）

県 債 管 理 199,560,800 195,282,012 74,241,510 121,040,502 県債元金償還金 120,000,000

県債元金積立金 69,664,096

県債利子償還金 5,596,763

地域づくり資金
貸 付 事 業

286,775 403,143 403,143 0 地域振興事業貸付金 397,300

災 害 救 助 事 業 958,654 325,683 140,733 184,950 災害対策費 35,155

災害救助費 198,530

災害救助基金積立金 13,576

県債費 78,066

国 民 健 康
保 険 事 業

186,029,684 182,461,452 172,144,651 10,316,801 保険給付費等交付金 146,862,984

後期高齢者支援金 26,530,028

介護納付金 7,774,242

母子父子寡婦福祉

資 金 貸 付 事 業
748,824 736,753 735,366 1,387 貸付金 451,760

心身障害児・者
総 合 施 設 事 業

10,716 15,983 15,983 0 一般会計繰出金 15,972

中 小 企 業 支 援
資 金 貸 付 事 業

670,551 562,263 552,572 9,691 設備資金貸付金 61

設備貸与貸付金 250,000

高度化貸付金 9,691

高度化資金償還金 195,349

林 業 振 興 資 金
貸 付 事 業

284,014 182,014 182,014 0
林業・木材産業改善資金貸付
金

50,000

木材産業等高度化推進資金
貸付金

86,000

林業就業促進資金貸付金 2,100

沿 岸 漁 業 改 善
資 金 貸 付 事 業

215,281 50,739 50,667 72 経営等改善資金貸付金 43,500

青年漁業者等養成確保資金
貸付金

6,500

県 有 林 事 業 123,143 110,990 38,502 72,488 第１次県行造林費 2,335

明治百年記念造林費 31,920

県有林事業費 2,734

実験展示林費 156

第３次県行造林費 357

会　計　名
令 和 ７ 年 度
当 初

財　　　源
令 和 ６ 年 度
当 初 特　　定

一 般 会 計
か ら の 繰 入

主　　要　　内　　容
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 ３　特別会計予算の概要 （単位：千円）

会　計　名
令 和 ７ 年 度
当 初

財　　　源
令 和 ６ 年 度
当 初 特　　定

一 般 会 計
か ら の 繰 入

主　　要　　内　　容

都 市 開 発
資 金 事 業

401,915 401,915 400,000 1,915 事業費 1,915

一般会計繰出金 400,000

港 湾 整 備 事 業 4,588,129 3,080,369 2,852,352 228,017 港湾施設管理費 629,422

港湾施設整備費 1,197,000

県債費 1,219,475

合　　　計 393,878,486 383,613,316 251,757,493 131,855,823
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